
議案第９９号 

 

北名古屋市児童発達支援事業所の設置及び管理に関する条例の制定

について 

 

 北名古屋市児童発達支援事業所の設置及び管理に関する条例を別紙のと

おり定めるものとする。 
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提案理由 

 

この案を提出するのは、児童福祉法の規定に基づく児童発達支援事業を

円滑に実施し、もって児童福祉の増進に寄与するため、本条例を定める必

要があるからである。 



北名古屋市児童発達支援事業所の設置及び管理に関する条例 

 

北名古屋市心身障害児通園所の設置及び管理に関する条例（平成１８年

北名古屋市条例第１０７号）の全部を改正する。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」

という。）第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援（以下「児童

発達支援」という。）を提供する児童発達支援事業所の設置及び管理に

関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 発達に支援の必要がある児童に対して必要な支援を行い、もって

児童福祉の増進に寄与するため、北名古屋市児童発達支援事業所（以下

「事業所」という。）を設置する。 

（名称等） 

第３条 事業所の名称、位置及び定員は、次のとおりとする。 

名称 位置 定員 

北名古屋市ひまわ

り園 

北名古屋市能田南屋敷３６６番地 １日当たり２０人 

北名古屋市ひまわ

り西園 

北名古屋市法成寺蚊帳場２７番地 １日当たり２０人 

（利用対象者） 

第４条 事業所を利用できる者は、法第２１条の５の５第１項の規定によ

る通所給付決定を受け、法第２１条の５の７第９項に規定する通所受給

者証の交付を受けた者及びその保護者とする。 

（事業） 

第５条 事業所は、前条に規定する者に対し、日常生活における基本的な

動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等の事業を行う。 

（利用の制限等） 

第６条 市長は、事業所の利用を許可された者が、次の各号のいずれかに



該当するときは、利用を停止し、又は退所させることができる。 

 ⑴ 第４条に規定する利用の資格要件が消滅したとき。 

 ⑵ 事業所の運営上又は管理上支障を及ぼすおそれのあるとき。 

（利用料等） 

第７条 第４条に規定する者が事業所を利用した場合の利用料の額は、法

第２１条の５の３第２項第１号の規定による厚生労働大臣が定める基準

により算定した費用の額から、同条第１項の規定により支給される障害

児通所給付費を控除した額とする。 

２ 前項に定める利用料は、市長が規則で定める日までに、当該事業所を

利用した者の保護者が納付しなければならない。 

（利用料の免除） 

第８条 市長は、特別な事情があると認めたときは、前条の利用料を免除

することができる。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２９年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、改正前の北名古屋市心身障害児通

園所の設置及び管理に関する条例（以下「旧条例」という。）第６条、

第７条、第８条又は第１０条の規定によりなされた処分及び条件に関し

ては、旧条例の当該各条の規定により、この条例の施行後も、なおその

効力を有する。 

（北名古屋市児童複合施設設置条例の一部改正） 

３ 北名古屋市児童複合施設設置条例（平成１８年北名古屋市条例第１８

６号）の一部を次のように改正する。 

別表中 

  

 

http://reiki.city.koka.lg.jp/reiki_int/reiki_honbun/r055RG00000797.html#l000000000


「 

北名古屋市あさひ子ど 北名古屋市能田南 北名古屋市立能田保育 

もふれあいセンター 屋敷３６６番地 園 

北名古屋市心身障害児 

通園所ひまわり園 

北名古屋市東子育て支

援センター 

                               」を 

 「 

北名古屋市あさひ子ど

もふれあいセンター 

北名古屋市能田南

屋敷３６６番地 

北名古屋市立能田保育

園 

  北名古屋市ひまわり園 

北名古屋市東子育て支

援センター 

                               」に

改める。 


